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第２節 年金資格記録情報を照会した場合 

 

年金資格記録情報を照会した際に、照会結果から実際にどの項目を参照して確認を行えばよいか、具

体例に沿って説明していきます。 

 

＜照会対象者の例＞ 

（対象者）   年金 太郎（32歳・男性）         

（現在の加入制度）厚生年金 

（状況）     

 ・2005（平成 17）年 4月 1日、厚生年金保険被保険者の資格を取得 

 ・2015（平成 27）年 4月 1日、国民年金被保険者の資格を取得 

・2017（平成 29）年 7月 1日、国民年金保険料全額免除に該当 

 ・2017（平成 29）年 9月 1日、厚生年金保険被保険者の資格を取得 

 

年金加入記録と国民年金納付状況のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

年月 H29.1 H29.2 H29.3 H29.4 H29.5 H29.6 H29.7 H29.8 H29.9 H29.10 H29.11 H29.12

納付状況 納付済 納付済 納付済 納付済 未納 未納 全額免除 全額免除
納付年月日 2017.2.28 2017.3.31 2017.4.30 2017.6.3

制度

年金資格記録情報から読み解いた場合

●　国民年金納付状況（平成29年１月～12月）

●　年金加入記録

2017.7.1
全額免除開始

2017.9.1～
厚生年金資格取得

厚生年金

国民年金免除国民年金

2015.4.1～
国民年金資格取得

加入制度 資格取得年月日 資格喪失年月日 加入月数
厚生年金 2005.4.1 2015.4.1 120
国民年金 2015.4.1 2017.9.1 29
厚生年金 2017.9.1 7

納付済月数 全額免除月数 合計
加入月数
（基金）

納付月数
（基金）

25 2 27 127 127
29 （120） （120）

加入月数
合計

156

納付月数等
合計

154

国民年金 厚生年金

加入月数



82 

 

第１ 直近の加入記録情報を知りたい場合 

 

例示した対象者（年金 太郎）について、直近の年金の加入記録情報を確認したい場合の照会例をお

示しします。 

年金資格記録情報で年金の被保険者加入情報の確認をしたい場合は、情報照会結果の「厚生年金加入

記録情報」又は「国民年金加入記録情報」の各項目を確認します。 

 

《下記の条件で照会を実施》 

（照会対象）特定個人情報番号 64 

（照会方法）既定（デフォルト） 

照会結果は下図のように表示されます。 

 

＜照会結果画面イメージ＞ 

 

 ※照会結果画面イメージは、説明に不要な部分を除いていますが、本来はここに表示されていない

加入記録情報等のデータ項目も表示されることとなります。 

 

年金の加入記録情報 

 

「厚生年金加入記録情報」から、直近の加入記録に関する情報を確認することができます。 

① 厚生年金保険 

・資格取得年月日：2017（平成 29）年 9月 1日 

・厚生年金資格月数情報：7（月） 

  この照会では、規定（デフォルト）で照会を行い、「厚生年金資格喪失年月日」の項目が表示されて

いないため、照会日時点の副本情報においても、厚生年金保険を資格喪失しておらず、被保険者期間

が続いていることが確認できます。 

 

 

年金資格記録情報

厚生年金加入記録情報

厚生年金資格取得年月日 2017-09-01

厚生年金資格月数情報 7

年金資格記録情報から読み解いた場合

●　年金加入記録

加入制度 資格取得年月日 資格喪失年月日 加入月数
厚生年金 2005.4.1 2015.4.1 120
国民年金 2015.4.1 2017.9.1 29
厚生年金 2017.9.1 7

納付済月数 全額免除月数 合計
加入月数
（基金）

納付月数
（基金）

25 2 27 127 127
29 （120） （120）

加入月数
合計

156

納付月数等
合計

154

国民年金 厚生年金

加入月数

この部分の内容を読み取

ることができます。 
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第２ 加入期間や納付月数を知りたい場合 

 

例示した対象者（年金 太郎）について、年金の加入期間や保険料の納付月数等を確認したい場合の

照会例をお示しします。 

年金資格記録情報で年金の加入期間や保険料の納付月数等を確認したい場合は、情報照会結果の「年

金加入期間・納付等月数記録情報」の各項目を確認します。 

 

《下記の条件で照会を実施》 

（照会対象）特定個人情報番号 64 

（照会方法）既定（デフォルト） 

照会結果は下図のように表示されます。 

 

＜照会結果画面イメージ＞ 

 

 ※照会結果画面イメージは、説明に不要な部分を除いていますが、本来はここに表示されていない加

入記録情報等のデータ項目も表示されることとなります。 

 

年金加入期間・納付等月数記録 

 

「年金加入期間・納付等月数記録情報」から、直近の加入記録に関する情報を確認することができ

ます。 

厚生年金加入月数情報：127（月） 

厚生年金納付月数情報：127（月） 

厚生年金基金加入月数情報：120（月） 

厚生年金基金納付月数情報：120（月） 

年金資格記録情報

年金加入期間・納付等月数記録情報

厚生年金加入月数情報 127

厚生年金納付月数情報 127

厚生年金基金加入月数情報 120

厚生年金基金納付月数情報 120

国民年金加入月数情報 29

国年年金保険料納付月数情報 25

国民年金全額保険料免除月数情報 2

国民年金３／４保険料免除月数情報 0

国民年金半額保険料免除月数情報 0

国民年金１／４保険料免除月数情報 0

国民年金学生納付特例／納付猶予月数情報 0

国民年金産前産後免除月数情報 0

船員保険加入月数情報 0

船員保険納付月数情報 0

共済組合等納付月数情報 0

合算対象月数情報 0

国民年金保険料納付月数等合計情報 27

国民年金・厚生年金・船員保険納付月数等合計情報 154

年金加入月数合計情報 156

年金納付月数等合計情報 154
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国民年金加入月数情報：29（月） 

国民年金保険料納付月数情報：25（月） 

国民年金全額保険料免除月数情報：2（月） 

国民年金保険料納付月数等合計情報：27（月） 

国民年金・厚生年金・船員保険納付月数等合計情報：154 月 

年金加入月数合計情報：156（月） 

年金納付月数等合計情報：154（月） 

※年金の受給資格期間を満たしているかどうかの確認を行う場合は、「年金納付月数等合計情報」

の月数を確認することとなります。 

 

 

 

 

 

 

年金資格記録情報から読み解いた場合

●　年金加入記録

加入制度 資格取得年月日 資格喪失年月日 加入月数
厚生年金 2005.4.1 2015.4.1 120
国民年金 2015.4.1 2017.9.1 29
厚生年金 2017.9.1 7

納付済月数 全額免除月数 合計
加入月数
（基金）

納付月数
（基金）

25 2 27 127 127
29 （120） （120）

加入月数
合計

156

納付月数等
合計

154

国民年金 厚生年金

加入月数

この部分の内容を読み取ることが

できます。 
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第３ 国民年金保険料の納付記録・免除記録情報を知りたい場合 

 

例示した対象者（年金 太郎）について、平成 29 年１月～平成 29 年 12 月における国民年金保険料

の納付記録や免除記録の情報を確認したい場合の照会例をお示しします。 

年金資格記録情報で国民年金保険料の納付記録や免除記録の情報の確認をしたい場合は、情報照会結

果の「国民年金保険料納付記録情報」及び「国民年金免除記録情報」の各項目を確認します。 

 

《下記の条件で照会を実施》 

（照会対象）特定個人情報番号 64 

（照会方法）範囲指定：平成 29 年 1 月 1 日～平成 29年 12 月 1日 

照会結果は下図のように表示されます。 

 

＜照会結果画面イメージ＞ 

国民年金保険料納付記録情報           

 

 

 

 

  

※照会結果画面イメージは、説明に不要な部分を除いていますが、本来はここに表示されてい

ない加入記録情報等のデータ項目も表示されることとなります。 

 

年金資格記録情報

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2017

国民年金保険料納付対象年月 201708

国民年金保険料納付状況コード Ｚ

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2017

国民年金保険料納付対象年月 201707

国民年金保険料納付状況コード Ｚ

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2017

国民年金保険料納付対象年月 201706

国民年金保険料納付状況コード ＊

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2017

国民年金保険料納付対象年月 201705

国民年金保険料納付状況コード ＊

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2017

国民年金保険料納付対象年月 201704

国民年金保険料納付状況コード Ａ

国民年金保険料納付方法情報 現

国民年金保険料納付場所情報 自

国民年金保険料収納年月日 2017-06-03

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2016

国民年金保険料納付対象年月 201703

国民年金保険料納付状況コード Ａ

国民年金保険料納付方法情報 現

国民年金保険料納付場所情報 自

国民年金保険料収納年月日 2017-04-30

年金資格記録情報

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2016

国民年金保険料納付対象年月 201702

国民年金保険料納付状況コード Ａ

国民年金保険料納付方法情報 現

国民年金保険料納付場所情報 自

国民年金保険料収納年月日 2017-03-31

国民年金保険料納付記録情報

国民年金保険料納付年度 2016

国民年金保険料納付対象年月 201701

国民年金保険料納付状況コード Ａ

国民年金保険料納付方法情報 現

国民年金保険料納付場所情報 自

国民年金保険料収納年月日 2017-02-28

年金資格記録情報

国民年金免除記録情報

国民年金保険料免除該当・申請年月日 2017-07-01

国民年金保険料免除開始年月 201707

国民年金保険料免除終了年月 201708

国民年金保険料免除種別情報 全

国民年金免除記録情報 
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納付記録情報 

 

「国民年金保険料納付記録情報」から、国民年金保険料の納付に関する情報を確認することができ

ます。 

・2017（平成 29）年１月 

国民年金保険料納付状況コード：Ａ（定額納付） 

国民年金保険料納付方法情報：現（現金納付） 

国民年金保険料納付場所情報：自（自納付場所） 

国民年金保険料収納年月日：2017（平成 29）年 2月 28 日 

・2017（平成 29）年２月 

国民年金保険料納付状況コード：Ａ（定額納付） 

国民年金保険料納付方法情報：現（現金納付） 

国民年金保険料納付場所情報：自（自納付場所） 

国民年金保険料収納年月日：2017（平成 29）年 3月 31 日 

・2017（平成 29）年３月 

国民年金保険料納付状況コード：Ａ（定額納付） 

国民年金保険料納付方法情報：現（現金納付） 

国民年金保険料納付場所情報：自（自納付場所） 

国民年金保険料収納年月日：2017（平成 29）年 4月 30 日 

・2017（平成 29）年４月 

国民年金保険料納付状況コード：Ａ（定額納付） 

国民年金保険料納付方法情報：現（現金納付） 

国民年金保険料納付場所情報：自（自納付場所） 

国民年金保険料収納年月日：2017（平成 29）年 6月 3日 

・2017（平成 29）年５月 

国民年金保険料納付状況コード：＊（未納） 

・2017（平成 29）年６月 

国民年金保険料納付状況コード：＊（未納） 

・2017（平成 29）年７月～８月 

国民年金保険料納付状況コード：Ｚ（全額免除） 

 

 

 

 

年月 H29.1 H29.2 H29.3 H29.4 H29.5 H29.6 H29.7 H29.8 H29.9 H29.10 H29.11 H29.12

納付状況 納付済 納付済 納付済 納付済 未納 未納 全額免除 全額免除
納付年月日 2017.2.28 2017.3.31 2017.4.30 2017.6.3

制度

年金資格記録情報から読み解いた場合

●　国民年金納付状況（平成29年１月～12月）

2017.7.1
全額免除開始

2017.9.1～
厚生年金資格取得

厚生年金

国民年金免除国民年金

2015.4.1～
国民年金資格取得

この部分の内容を読み取ることが

できます。 
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免除記録情報 

 

「国民年金免除記録情報」から、国民年金保険料の免除に関する情報を確認することができます。 

国民年金保険料免除該当・申請年月日：2017（平成 29）年 7月 1日 

国民年金保険料免除開始年月：2017（平成 29）年 7月 

国民年金保険料免除終了年月：2017（平成 29）年 8月 

国民年金保険料免除種別情報：全（全額免除） 

 

 

 

年月 H29.1 H29.2 H29.3 H29.4 H29.5 H29.6 H29.7 H29.8 H29.9 H29.10 H29.11 H29.12

納付状況 納付済 納付済 納付済 納付済 未納 未納 全額免除 全額免除
納付年月日 2017.2.28 2017.3.31 2017.4.30 2017.6.3

制度

年金資格記録情報から読み解いた場合

●　国民年金納付状況（平成29年１月～12月）

2017.7.1
全額免除開始

2017.9.1～
厚生年金資格取得

厚生年金

国民年金免除国民年金

2015.4.1～
国民年金資格取得

この部分の内容を読み取ることが

できます。 



88 

 

年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1150

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2018-05-15

受給権発生年月日 2018-04-05

年金基本情報

受給年金制度情報 厚生年金

年金決定年月日 2018-05-15

受給権発生年月日 2018-04-05

年金支給停止理由コード（その１） 01

年金支給停止開始年月（その１） 201805

直近年金支給額変更理由コードＡ 98

直近年金支給額変更理由コードＢ 00

初回年金支払年月日 2018-06-15

年金基本額情報

年金支給開始年月日 2018-05-01

年金支給額決定変更理由コードＡ 98

年金支給額決定変更理由コードＢ 00

年金支給停止額情報（国民年金） 0

年金支給額情報（国民年金） 779300

年金支給停止額情報（付加年金） 0

年金支給額情報（付加年金） 20000

子の加給年金額情報（厚生年金） 0

配偶者加給年金額情報（厚生年金） 224300

年金支給停止額情報（厚生年金） 50000

年金支給額情報（厚生年金） 1174300

年金支払情報

年金支払年月日 2018-06-15

年金支払額情報 328933

所得税額情報 0

介護保険料額情報 0

国民健康保険料額情報 0

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 0

年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1350

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2018-04-01

受給権発生年月日 2018-01-01

有期固定年数 3

認定年 2018

障害初診年月日 2016-07-01

障害等級コード 1

障害年金決定原因コード 01

障害傷病名コード（その1） 08

障害診断書コード（その1） 1

第３節 日本年金機構が送付している書類に記載された内容と同様

の内容を確認したい場合 

 

 機構から情報提供を行う各種データ項目において、現在機構から年金受給者等へ送付している年金証

書や通知書と同等の内容の一部分を、照会結果から確認することができます。 

 この節では、これまで各種申請手続等において、年金受給者等に添付を求めていた通知等の書類を、

情報照会の照会結果から内容を読み取ることができるよう、代表的な通知等と情報照会結果のイメージ

を照らし合わせて説明します。 

※通知や照会結果のイメージにおける内容や数値は、説明における例示であるため、実際のものとは異

なる場合があります。 

第１ 年金証書と同様の内容を知りたい場合 

年金証書は、年金の裁定請求をした受給権者の方へ、年金の裁定（決定）が行われた場合に、その受

給する年金の受給権の内容や年金額についてお知らせするものです。通常、機構へ裁定請求書を提出し

てから２～３か月程度で年金受給者に送付されます。年金証書は年金の種類ごとに新規裁定時にのみ送

付され、それ以降の年金額改定時には通知等でお知らせします。 

       〈年金証書〉          〈情報照会結果のイメージ〉 

 
  

 

  

 

30 5 1,174,300 50,000 0 224,300 1,000,000 
1 30 5 

30 5 
 
799,300 0 

 
0 0 799,300 

老齢 

老齢 

1  1 
1 

平成 33  4 

① ④ 

⑤ ⑥ 

⑦ 

⑪ ⑫ 

⑩ 

⑬ 
⑭ 

老齢 1234－567890        1150 

年金 太郎 

昭和 28  4  5 平成 30  4  

平成** ** ** 

② ③ 

⑨ ⑧ 

⑮ 
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 年金証書の項目 データ項目 説明 

厚生年金保険 

① 支払開始年月 受給権発生年月日 支払開始年月に記載された月分から年金が支払わ

れます。支払開始年月は受給権発生日の属する月

の翌月となります。 

② 加給年金額 

または加算額 

配偶者加給年金額情報 

子の加給年金額情報 

寡婦加算額情報 

配偶者加給金及び子の加給年金額を表示します。

データ項目に配偶者加給金額情報と子の加給金額

情報の両方が表示されている場合は合算した金額

となります。 

遺族年金の場合は、寡婦加算額を表示します。 

③ 支給停止額 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

④ 年金額 年金支給額情報 年金の基本額に加給金等の加算を加え、支給停止

額を差し引いた厚生年金の年金額を表示します。 

⑤ 支給停止理由 年金支給停止理由コー

ド 

年金が支給停止されている理由を表示します。 

※コード値の詳細については、停止理由コード一

覧表（別添２）を参照してください。 

⑥ 支給停止期間 年金支給停止開始年月 

年金支給停止終了年月 

年金が支給停止される期間を表示します。 

支給停止期間が継続している場合は、年金支給停

止開始年月のみの表示となり、年金支給停止終了

年月は表示されません。 

国民年金（基礎年金） 

⑦ 支払開始年月 受給権発生年月日 支払開始年月に記載された月分から年金が支払わ

れます。支払開始年月は受給権発生日の属する月

の翌月となります。 

⑧ 加算額 子の加給年金額情報 子の加算額が支給されている場合に加算額を表示

します。 

⑨ 支給停止額 

 

年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

データ項目に年金支給停止額情報（国民年金）と

年金支給停止額情報（付加年金）の両方が表示さ

れている場合は合算した金額となります。 

⑩ 年金額 年金支給額情報 年金の基本額に振替加算等の加算を加え、支給停

止額を差し引いた国民年金（基礎年金）の金額を

表示します。 

データ項目に年金支給額情報（国民年金）と年金

支給額情報（付加年金）の両方が表示されている

場合は合算した金額となります。 

⑪ 支給停止理由 年金支給停止理由コー

ド 

年金が支給停止されている理由を表示します。 

※コード値の詳細については、停止理由コード一

覧表（別添２）を参照してください。 
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 年金証書の項目 データ項目 説明 

⑫ 支給停止期間 年金支給停止開始年月 

年金支給停止終了年月 

年金が支給停止される期間を表示します。 

支給停止期間が継続している場合は、年金支給停

止開始年月のみの表示となり、年金支給停止終了

年月は表示されません。 

障害基礎年金の障害状況 

⑬ 障害の等級 障害等級コード 

障害年金決定原因コー

ド 

障害等級コードから各年金法に定める障害年金の

「等級」、障害年金決定原因コードから障害の状態

である「号」を表示します。 

⑭ 診断書の種類 障害診断書コード 障害の現状に関する届出等をする場合の診断書の

提出の要否及びその種類を数字で表示します。 

※コード値の詳細については、障害診断書コード

一覧表（別添７）を参照してください。 

⑮ 次回診断書提出

年月 

有期固定年数 

認定年 

有期固定年数は診断書を提出するサイクルとなる

年数を、認定年は有期固定年数が認定された直近

の年を西暦で表示します。 

次回診断書提出年月は、このサイクルの一番近い

年の誕生月となります。 

※ 年金証書には、受給権発生時点の情報を記載しています。したがって、受給権発生後に年金額が

改定された場合は、情報照会時の照会結果と年金証書の内容が異なることとなります。 
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年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1150

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2018-05-15

受給権発生年月日 2018-04-05

年金基本情報

受給年金制度情報 厚生年金

年金決定年月日 2018-05-15

受給権発生年月日 2018-04-05

年金支給停止理由コード（その１） 01

年金支給停止開始年月（その１） 201805

直近年金支給額変更理由コードＡ 65

直近年金支給額変更理由コードＢ 01

初回年金支払年月日 2018-06-15

年金基本額情報

年金支給開始年月日 2018-05-01

年金支給額決定変更理由コードＡ 65

年金支給額決定変更理由コードＢ 01

年金支給停止額情報（国民年金） 0

年金支給額情報（国民年金） 779300

年金支給停止額情報（付加年金） 0

年金支給額情報（付加年金） 20000

子の加給年金額情報（厚生年金） 0

配偶者加給年金額情報（厚生年金） 224300

年金支給停止額情報（厚生年金） 50000

年金支給額情報（厚生年金） 1174300

第２ 年金決定通知書・支給額変更通知書と同様の内容を知りたい場合 

年金決定通知書・支給額変更通知書は、65 歳到達により年金額の改定が行われた場合や加給年金額や

加算額の開始・終了、障害年金の等級が変更された場合等に、変更後の年金額や変更となった理由につ

いてお知らせするものです。 

〈年金決定通知書・支給額変更通知書〉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1350

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2018-04-01

受給権発生年月日 2018-01-01

有期固定年数 3

認定年 2018

障害初診年月日 2016-07-01

障害等級コード 1

障害年金決定原因コード 01

障害傷病名コード（その1） 08

障害診断書コード（その1） 1

① ② 

③ 
⑥ ⑦ ⑧ 

⑩ ⑪ 

⑫ ⑬ 

④ ⑥ 

老齢基礎・老齢厚生 1234-567890・1150 

1,973,600 

1 1 平成 33 4 1 

1,000,000 224,300 50,000 1,174,300 

799,300 0 0 799,300 

30 年 5 月 65 歳に到達されたため、老齢基礎年金・老齢厚生年金を

お支払いすることとしました。 

〈情報照会結果のイメージ〉 

⑨ 

⑤ 
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 年金決定通知書・

支給額変更通知

書の項目 

データ項目 説明 

① 年金の種類 年金の種類（年金コー

ド） 

年金コードから年金の種類を判定します。 

※年金コードの詳細は、年金コード一覧表（別添

１）を参照してください。 

② 基礎年金番号 

・年金コード 

基礎年金番号 

年金の種類（年金コー

ド） 

対象者の基礎年金番号及び年金コードを表示しま

す。 

③ 合計年金額 － 厚生年金と国民年金（基礎年金）の年金額の合計

を表示します。 

データ項目の年金額（厚生年金）と年金額（国民

年金（基礎年金））を合計することで確認すること

ができます。 

障害基礎・障害厚生年金の障害の状況 

④ 障害の等級 障害等級コード 

障害年金決定原因コー

ド 

障害等級コードから各年金法に定める障害年金の

「等級」、障害年金決定原因コードから障害の状態

である「号」を表示します。 

⑤ 次回診断書提出

年月 

有期固定年数 

認定年 

有期固定年数は診断書を提出するサイクルとなる

年数を、認定年は有期固定年数が認定された直近

の年を西暦で表示します。 

次回診断書提出年月は、このサイクルの一番近い

年の誕生月となります。 

⑥ 診断書の種類 障害診断書コード 障害の現状に関する届出等をする場合の診断書の

提出の要否及びその種類を数字で表示します。 

※コード値の詳細については、障害診断書コード

一覧表（別添７）を参照してください。 

厚生年金 

⑥ 加給年金額 

または加算額 

配偶者加給金額情報 

子の加給金額情報 

寡婦加算額情報 

配偶者加給金及び子の加給年金額を表示します。

データ項目に配偶者加給金額情報と子の加給金額

情報の両方が表示されている場合は合算した金額

となります。 

遺族年金の場合は、寡婦加算額を表示します。 

⑦ 支給停止額 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

⑧ 年金額 年金支給額情報 年金の基本額に加給金等の加算を加え、支給停止

額を差し引いた厚生年金の年金額を表示します。 

国民年金（基礎年金） 

⑨ 加給年金額 

または加算額 

子の加給年金額情報 子の加算額が支給されている場合に加算額を表示

します。 
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 年金決定通知書・

支給額変更通知

書の項目 

データ項目 説明 

⑩ 支給停止額 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

データ項目に年金支給停止額情報（国民年金）と

年金支給停止額情報（付加年金）の両方が表示さ

れている場合は合算した金額となります。 

⑪ 年金額 年金支給額情報 年金の基本額に振替加算等の加算を加え、支給停

止額を差し引いた国民年金（基礎年金）の金額を

表示します。 

データ項目に年金支給額情報（国民年金）と年金

支給額情報（付加年金）の両方が表示されている

場合は合算した金額となります。 

決定・変更 

⑫ 決定・変更年月 年金支給開始年月日 決定・変更年月は、年金額の決定・改定事由の発

生した日の属する月の翌月※であり、決定・改定後

の年金額で支払が開始される年月を表示します。

決定・変更年月は、データ項目の年金支給開始年

月日の属する月となります。 

※毎年度の賃金・物価変動率等による年金額の改

定ルールに基づく年金額改定の場合（年金支給

額決定変更理由コードＡ：F2、年金支給額決定

変更理由コードＢ：00 の場合）は、決定・変更

年月は年金額の改定事由の発生した日の属する

月となります。 

⑬ 決定・変更理由 年金支給額決定変更理

由コードＡ 

年金支給額決定変更理

由コードＢ 

決定・変更理由は、年金支給額決定変更理由コー

ドＡと年金支給額決定変更理由コードＢを組み合

わせて判定します。 

※年金支給額決定変更理由コードの読み方は、変

更理由コード一覧表（別添５）を参照してくだ

さい。 
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年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1150

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2017-05-15

受給権発生年月日 2017-04-05

年金基本情報

受給年金制度情報 厚生年金

年金決定年月日 2017-05-15

受給権発生年月日 2017-04-05

年金支給停止理由コード（その１） 01

年金支給停止開始年月（その１） 201705

直近年金支給額変更理由コードＡ F2

直近年金支給額変更理由コードＢ 00

初回年金支払年月日 2017-06-15

年金基本額情報

年金支給開始年月日 2018-04-01

年金支給額決定変更理由コードＡ F2

年金支給額決定変更理由コードＢ 00

年金支給停止額情報（国民年金） 0

年金支給額情報（国民年金） 779300

年金支給停止額情報（付加年金） 0

年金支給額情報（付加年金） 20000

子の加給年金額情報（厚生年金） 0

配偶者加給年金額情報（厚生年金） 224300

年金支給停止額情報（厚生年金） 50000

年金支給額情報（厚生年金） 1174300

年金支払情報

年金支払年月日 2018-06-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

第３ 年金額改定通知書と同様の内容を知りたい場合 

 

年金額改定通知書は、法律の規定により、賃金・物価変動率等による年金額の改定（条件に該当した

場合は改定マクロ経済スライドによる調整が行われる）が行われたときに、改定後の年金額をお知らせ

するものです。毎年６月上旬に年金受給者へ送付され、後述の「第４ 年金振込通知書」と一体型のハ

ガキで送付されることが多くなっています。 

 

〈年金額改定通知書〉               〈情報照会結果のイメージ〉 

 

 

 

 

 年金額改定通知

書の項目 

データ項目 説明 

① 年金の種類 年金の種類（年金コー

ド） 

年金コードから年金の種類を判定します。 

※年金コードの詳細は、年金コード一覧表（別添

１）を参照してください。 

② 基礎年金番号 

年金コード 

基礎年金番号 

年金の種類（年金コー

ド） 

対象者の基礎年金番号及び年金コードを表示しま

す。 

① 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 
⑦ 

⑧ 

799,300 

 振 替 加 算 額               0 円 

0 

799,300 

1,000,000 

50,000 

1,174,300 

加 給 年 金 額            224,300 円 

1,973,600 

老齢基礎・老齢厚生 

② 
1234-567890 

 

1150 
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 年金額改定通知

書の項目 

データ項目 説明 

国民年金（基礎年金） 

③ 支給停止額 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

データ項目に年金支給停止額情報（国民年金）と

年金支給停止額情報（付加年金）の両方が表示さ

れている場合は合算した金額となります。 

④ 年金額 年金支給額情報 年金の基本額に振替加算等の加算を加え、支給停

止額を差し引いた国民年金（基礎年金）の金額を

表示します。 

データ項目に年金支給額情報（国民年金）と年金

支給額情報（付加年金）の両方が表示されている

場合は合算した金額となります。 

厚生年金 

⑤ 加給年金額 配偶者加給金額情報 

子の加給金額情報 

配偶者加給金及び子の加給年金額を表示します。

データ項目に配偶者加給金額情報と子の加給金額

情報の両方が表示されている場合は合算した金額

となります。 

⑥ 支給停止額 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

⑦ 年金額 年金支給額情報 年金の基本額に加給金等の加算を加え、支給停止

額を差し引いた厚生年金の年金額を表示します。 

合計 

⑧ 合計年金額 － 厚生年金と国民年金（基礎年金）の年金額の合計

を表示します。 

データ項目の年金額（厚生年金）と年金額（国民

年金（基礎年金））を合計することで確認すること

ができます。 

 

 



96 

 

年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1150

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2017-05-15

受給権発生年月日 2017-04-05

年金基本情報

受給年金制度情報 厚生年金

年金決定年月日 2017-05-15

受給権発生年月日 2017-04-05

年金支給停止理由コード（その１） 01

年金支給停止開始年月（その１） 201705

年金決定事務所コード 7824

年金支給額情報（厚生年金） 1174300

年金支払情報

年金支払年月日 2018-12-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

年金支払情報

年金支払年月日 2018-10-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

年金支払情報

年金支払年月日 2018-08-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

年金支払情報

年金支払年月日 2018-06-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

年金振込予定年月日情報

年金振込予定年月日 2019-02-15

年金振込予定年月日情報

年金振込予定年月日 2019-04-15

第４ 年金振込通知書と同様の内容を知りたい場合 

 

年金振込通知書は、金融機関等への口座振込で年金を受け取られている方に対して、機構から年金受

給者に毎年６月に６月から翌年４月まで毎回（２か月に１回）支払う年金額をお知らせするものです。

また、年金支払額や受取金融機関に変更があった場合には、その都度お知らせしています。 

なお、年金振込通知書は振込予定の金額を年金受給者へ通知するものであることに対し、情報照会に

よる照会結果は振込実績を表示するものであることから、年金振込通知書送付後に年金額の変更があっ

た場合は、内容が一致しない場合があります（変更後に受給者へ再度年金振込通知書が送付されます。）。 

 

〈年金振込通知書〉                〈情報照会結果のイメージ〉  

  
 

 

 

 

 

 

 

  

① 

② 

③ 

④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

健康保険料〈税〉額 

又は 

後期高齢者医療保険料額 

 

老齢基礎・老齢厚生 

1234-567890･1150 

328,933 

12,000 

16,000 

6,700 

13,000 

281,233 

30  6 

30  12 
31  2 31  4 

328,935 

12,000 

16,000 

6,700 

13,000 

281,235 

328,933 

12,000 

16,000 

6,700 

13,000 

281,233 

年金 太郎 
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 年金振込通知書

の項目 

データ項目 説明 

① 年金の制度・種類 年金の種類（年金コー

ド） 

年金コードから年金の種類を判定します。 

※年金コードの詳細は、年金コード一覧表（別添

１）を参照してください。 

② 基礎年金番号・年

金コード 

基礎年金番号 

年金の種類（年金コー

ド） 

対象者の基礎年金番号及び年金コードを表示しま

す。 

③ 年金支払額 － 税金等の控除を行う前の年金支払額になります。

照会結果には表示されないため、各種控除額と控

除後振込額を足した金額となります。 

④＋⑤＋⑥＋⑦＋⑧ 

④ 介護保険料額 介護保険料額情報 その支払期において特別徴収された介護保険料額

を表示します。 

⑤ 国民健康保険料

（税）額又は後期

高齢者医療保険

料額 

国民健康保険料額情報 

又は後期高齢者医療保

険料額情報 

その支払期において特別徴収された国民健康保険

料（税）額又は後期高齢者医療保険料額を表示し

ます。 

⑥ 所得税額および

復興特別所得税

額 

所得税額情報 その支払期において特別徴収された所得税額及び

復興特別所得税額を表示します。 

⑦ 個人住民税額 住民税額情報 その支払期において特別徴収された住民税額を表

示します。 

⑧ 控除後振込額 年金支払額情報 特別徴収税額を差し引いて、実際に受給者へ支払

った年金額を表示します。 
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年金給付情報

年金の種類
（年金コード） ****

年金基本情報

受給年金制度情報 ****

年金決定年月日 **********

受給権発生年月日 **********

年金基本情報

受給年金制度情報 ****

年金決定年月日 **********

受給権発生年月日 **********

直近年金支給額変更理由コードＡ **

直近年金支給額変更理由コードＢ **

初回年金支払年月日 **********

年金基本額情報

年金支給開始年月日 **********

年金支給額決定変更理由コードＡ **

年金支給額決定変更理由コードＢ **

年金支給停止額情報（国民年金） *

年金支給額情報（国民年金） *******

年金支給停止額情報（付加年金） *******

年金支給額情報（付加年金） *******

子の加給年金額情報（厚生年金） *******

配偶者加給年金額情報（厚生年金） *******

年金支給停止額情報（厚生年金） *******

年金支給額情報（厚生年金） *******

時効特例支払情報

時効特例給付支払年月日 **********

時効特例給付支払額情報（国民年金） *******

時効特例給付支払額情報（付加年金） *******

時効特例給付支払額情報（厚生年金） *******

年金支払情報

年金支払年月日 **********

年金支払額情報 *******

所得税額情報 *******

介護保険料額情報 *******

国民健康保険料額情報 *******

後期高齢者医療保険料額情報 *******

住民税額情報 *******

第４節 日本年金機構へ公用照会を行った際の回答様式に記載され

た内容と同様の内容を確認したい場合 

 

 機構から情報提供を行う各種データ項目においては、官公署等から機構への公用照会に対して、機構

が回答している内容についても、照会結果から確認することができます。この節では、情報照会の照会

結果から内容を読み取ることができるよう、現在機構への公用照会が行われているもののうち、代表的

なものの様式例と情報照会結果のイメージを照らし合わせて説明します。 

 

 

 

〈回答書〉                    〈情報照会結果のイメージ〉  官公署宛 

日本年金機構 

 

公用照会に対する回答書 

**** **** ****

**** **** ****

**** **** ****

**** **** ****

**** **** ****

**** **** ****
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年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1150

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2017-05-15

受給権発生年月日 2011-04-05

年金基本情報

受給年金制度情報 厚生年金

年金決定年月日 2017-05-15

受給権発生年月日 2011-04-05

直近年金支給額変更理由コードＡ F2

直近年金支給額変更理由コードＢ 00

初回年金支払年月日 2017-06-15

年金基本額情報

年金支給開始年月日 2018-04-01

年金支給額決定変更理由コードＡ F2

年金支給額決定変更理由コードＢ 00

年金支給停止額情報（国民年金） 0

年金支給額情報（国民年金） 779300

年金支給停止額情報（付加年金） 0

年金支給額情報（付加年金） 20000

子の加給年金額情報（厚生年金） 0

配偶者加給年金額情報（厚生年金） 224300

年金支給停止額情報（厚生年金） 50000

年金支給額情報（厚生年金） 1174300

時効特例支払情報

時効特例給付支払年月日 2017-06-15

時効特例給付支払額情報（国民年金） 780000

時効特例給付支払額情報（付加年金） 20000

時効特例給付支払額情報（厚生年金） 1200000

年金支払情報

年金支払年月日 2018-06-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

年金支払情報

年金支払年月日 2018-08-15

住民税額情報 13000

年金支払情報

年金支払年月日 2018-10-15

年金支払額情報 281233

所得税額情報 6700

介護保険料額情報 12000

国民健康保険料額情報 16000

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 13000

未支給年金支払情報

未支給年金支払年月日 2019-01-15

未支給年金支払理由コード 45

未支給年金支払者氏名情報 ﾈﾝｷﾝ ｼﾞﾛｳ

未支給年金支払者続柄コード 3

未支給年金支払額情報 140616

第１ 生活保護法関係の場合 

 

 生活保護の決定等に当たり、各福祉事務所等からの照会に対して、年金収入額等の回答を行っている

ものです。 

 

 

 回答書の項目 データ項目 説明 

① 年金の種類 年金の種類（年金コー

ド） 

年金コードから年金の種類を判定します。 

※年金コードの詳細は、年金コード一覧表（別添

１）を参照してください。 

② 裁定年月日 年金決定年月日 機構において年金の裁定（決定）を行った年月日

を表示します。 

福祉事務所長　様

日本年金機構●●●●●●長

平成　　年　　月　　日付　　　　　　　　　号で照会のありました件について、下記のとおり回答します。

１　照会対象者

カナ氏名

生年月日

２　回答事項

【年金受給有の場合、以下のアからキに関する事項】

オ　直近の支給状況（口座振込額＝年金額－所得税額－介護保険料額－国保・後期保険料額－住民税額）

カ　生活保護支給期間中に時効特例給付がある場合、支給年月日及び支給額

支給年月日　　　　　　　年　　　月　　　日 支給額　　　　　　　　　　　　　　　円

遅延特別加算金支給年月日　　　　　　　年　　　月　　　日　支給額　　　　　　　　　　　　　円

キ 対象者が死亡している場合、未支給年金受給の有無・支給額・支給年月日・未支給年金受給者・死亡者との続柄

有・無

支給年月日　　　　　　　年　　　月　　　日

【年金受給無の場合、以下のクからコに関する事項】

ク　基礎年金番号に収録されている国民年金・厚生年金保険被保険者加入記録

ケ 基礎年金番号に収録されている国民年金保険料納付状況（納付対象年月・納付年月日）

コ　一時金等に関する事項

【共通事項】

サ　厚生年金基金加入期間を有する場合、当該基金番号

【個別照会事項】

ウ　受給権発生年月日

記

平成　　　年　　　月　　　日

生活保護法第２９条の規定に基づく調査について（回答）

ア　年金の種類
　　 （一時金を除く）

老齢基礎年金・老齢厚生年金・遺族基礎年金・遺族厚生年金・
障害基礎年金・障害厚生年金・その他（　　　　　　　　　　　　　　　　）

イ　裁定年月日

　　　　　　年　　　　月　　　　日

年金受給の有無 有　・　無

　　　　　　年　　　　月　　　　日

（　　公　　印　　省　　略　　）

エ　年金額

年金支給額 支給停止額年金の種類 改定年月

支払年月日 （　　）基礎年金 （　　）厚生年金 所得税 介護保険料 国保・後期 住民税

支給停止額がある場合停止事由

受給の有無 支給額　　　　　　　　　　円円　 受給者カナ氏名　　　　　　　　　　　　　 続柄

① 

② 
③ 

① ④ ⑤ ⑥ 

⑧ 

⑦ ⑧ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ 

⑬ ⑭ 

⑮ ⑯ 
⑱ 

年金 太郎 

昭和 21 年 4 月 6 日 

 

平成 29   5   15  

平成 23   4   5 

老齢基礎年金・ 

老齢厚生年金 
平成 30 年 4 月 1,973,600 50,000 

平成 30 年 

10 月 15 日 
133,216 195,717 6,700 12,000 16,000 13,000 

 

平成 29   6  15 2,000,000 

140,616 ﾈﾝｷﾝ ｼﾞﾛｳ 子  

平成 31   1  15 

⑰ 

老齢 老齢 



100 

 

 回答書の項目 データ項目 説明 

③ 受給権発生年月

日 

受給権発生年月日 年金の受給権が発生した年月日を表示します。 

④ 改定年月 年金支給開始年月日 改定年月は、年金額の決定・改定事由の発生した

日の属する月の翌月※であり、決定・改定後の年金

額で支払が開始される年月を表示します。改定年

月は、データ項目の年金支給開始年月日の属する

月となります。 

※毎年度のマクロ経済スライド等による年金額の

改定ルールに基づく年金額改定の場合（年金支

給額決定変更理由コードＡ：F2、年金支給額決

定変更理由コードＢ：00の場合）は、改定年月

は原則４月となります。 

⑤ 年金支給額 年金支給額情報 年金の基本額に加給金や振替加算等の加算を加

え、支給停止額を差し引いた金額を表示します。 

データ項目に年金支給額情報（国民年金）、年金支

給額情報（付加年金）及び年金支給額情報（厚生

年金）等、複数表示されている場合は合算した金

額となります。 

⑥ 支給停止額 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

データ項目に年金支給停止額情報（国民年金）、年

金支給停止額情報（付加年金）及び年金支給停止

額情報（厚生年金）等、複数表示されている場合

は合算した金額となります。 

⑦ 支払年月日 年金支払年月日 その支払期において年金の支払が行われた年月日

を表示します。 

⑧ （ ）基礎年金 

（ ）厚生年金 

－ 照会結果では表示されませんが、データ項目の「年

金支払額情報」と⑨～⑫の各種控除額を足すこと

で、基礎年金と厚生年金の合算の金額を確認する

ことができます。 

⑨ 所得税 所得税額情報 その支払期において特別徴収された所得税額及び

復興特別所得税額を表示します。 

⑩ 介護保険料額 介護保険料額情報 その支払期において特別徴収された介護保険料額

を表示します。 

⑪ 国保・後期 国民健康保険料額情報 

又は後期高齢者医療保

険料額情報 

その支払期において特別徴収された国民健康保険

料（税）額又は後期高齢者医療保険料額を表示し

ます。 

⑫ 住民税 住民税額情報 その支払期において特別徴収された住民税額を表

示します。 
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 回答書の項目 データ項目 説明 

⑬ 時効特例給付 

支給年月日 

時効特例給付支払年月

日 

時効特例給付の支払があった場合にその年月日を

表示します。 

⑭ 時効特例給付 

支給額 

時効特例給付支払額情

報 

時効特例給付により支払われた金額を表示しま

す。 

データ項目に時効特例給付支払額情報（国民年

金）、時効特例給付支払額情報（付加年金）及び時

効特例給付支払額情報（厚生年金）等、複数表示

されている場合は合算した金額となります。 

⑮ 未支給年金 

支給額 

未支給年金支払額情報 照会した対象者が死亡したことに伴い、未支給年

金の支払いがある場合にその金額を表示します。 

⑯ 未支給年金 

受給者カナ氏名 

未支給年金支払者氏名

情報 

未支給年金の支払いを行った同一生計の遺族の氏

名（カナ）を表示します。 

⑰ 未支給年金 

受給者続柄 

未支給年金支払者続柄

コード 

受給者と未支給年金の支払いを行った同一生計の

遺族との続柄コードを表示します。 

「０」：本人「１」：夫「２」：妻  

「３」：子 「４」：孫 ５」：父母、祖父母 

「６」：兄弟姉妹 「７」：その他 

「８」：曾孫、曾祖父母、甥姪 

「９」：三親等以内の親族（続柄「８」以外） 

⑱ 未支給年金 

支給年月日 

未支給年金支払年月日 未支給年金の支払いを行った年月日を表示しま

す。 
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年金給付情報

年金の種類
（年金コード） 1350

年金基本情報

受給年金制度情報 国民年金

年金決定年月日 2016-03-15

受給権発生年月日 2016-01-01

年金支給停止理由コード 11

年金支給停止開始年月 201610

年金支給停止終了年月 201703

年金基本情報

受給年金制度情報 厚生年金

年金決定年月日 2016-03-15

受給権発生年月日 2016-01-01

年金支給停止理由コード 11

年金支給停止開始年月 201610

年金支給停止終了年月 201703

有期固定年数 3

認定年 2016

障害初診年月日 2014-07-01

障害等級コード 2

障害年金決定原因コード 16

障害傷病名コード（その1） 06

障害診断書コード（その1） 7

第３者行為コード 0

業務上・外コード 0

直近年金支給額変更理由コードＡ F2

直近年金支給額変更理由コードＢ 00

年金基本額情報

年金支給開始年月日 2018-04-01

年金支給額決定変更理由コードＡ F2

年金支給額決定変更理由コードＢ 00

子の加給年金額情報（国民年金） 0

年金支給停止額情報（国民年金） 0

年金支給額情報（国民年金） 974125

配偶者加給年金額情報（厚生年金） 224300

年金支給停止額情報（厚生年金） 0

年金支給額情報（厚生年金） 1224300

年金支払情報

年金支払年月日 2018-12-15

年金支払額情報 366404

介護保険料額情報 0

国民健康保険料額情報 0

後期高齢者医療保険料額情報 0

住民税額情報 0

住民税額情報 0

年金振込予定年月日情報

年金振込予定年月日 2019-02-15

年金振込予定年月日情報

年金振込予定年月日 2019-04-15

第２ 精神保健福祉法関係の場合 

  

障害基礎年金又は障害厚生年金が支給されている者より市区町村等に対して精神障害者保健福祉手

帳の交付申請があった場合に、障害年金の受給状況等の照会に対して、回答を行っているものです。 

 

 

 

 

 回答書の項目 データ項目 説明 

① 障害の等級 障害等級コード 障害等級コードから各年金法に定める障害年金の

等級を表示します。 

② 傷病コード 障害傷病名コード 当該障害年金を、どのような傷病で認定が行われ

たかについてコード値で表示します。 

※コード値の詳細については、障害傷病名コード

一覧表（別添６）を参照してください。 

 

障害の等級 　　　　　　　級

傷病・診断書コード 　　・　　（　　　　　　　　）

受給状況 受給中　・　停止中

② ③ 

① 

1234－567890 

･1350 

ﾈﾝｷﾝ ﾀﾛｳ 

年金 太郎 

昭和 25 年 4 月 1 日 

２ 

06  7 

２ 

06 7 

④ 
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 回答書の項目 データ項目 説明 

③ 診断書コード 障害診断書コード 障害の現状に関する届出等をする場合の診断書の

提出の要否及びその種類を数字で表示します。 

※コード値の詳細については、障害診断書コード

一覧表（別添７）を参照してください。 

④ 受給情報 年金支給停止開始年月 

年金支給停止終了年月 

障害年金の受給状況及び停止状況を表示します。

障害年金の停止がある場合、その期間をデータ項

目の年金支給停止開始年月及び年金支給停止終了

年月において確認することができます。 
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第３ 児童扶養手当法関係の場合 

  

児童扶養手当の支給申請があった場合等において、市町村等からの年金受給状況についての照会に対

し、回答を行っているものです。 

 

 

 

 

 

  

年金 太郎 1 2 3 4    5 6 7 8 9 0    1 1 5 0 

老齢基礎・老齢厚生年金 29  4 

1,953,600 30  4 

20,000 

失業給付受給による支給停止 

年金 四郎 4 3 2 1     0 9 8 7 6 5    1 4 5 0 

遺族基礎・遺族厚生年金 29  4 

30  4 1,003,600 

 

年金 太郎 1 2 3 4    5 6 7 8 9 0    1 3 5 0 

30  1 

 

年金 四郎 

30 2 

224,300 

30  2 

① ② 
③ 

⑤ ⑤ 
④ 

⑥ 

⑦ ⑦ 

① ② 

⑦ 

③ 

⑦ 

④ 

② 

⑦ 

⑧ 

⑨ 

⑧ 

⑩ 

⑦ 
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 回答書の項目 データ項目 説明 

① 公的年金の種類 年金の種類（年金コー

ド） 

年金コードから年金の種類を判定します。 

※年金コードの詳細は、年金コード一覧表（別添

１）を参照してください。 

② 受給権発生年月 受給権発生年月日 年金の受給権が発生した年月日を表示します。受

給権発生年月は、受給権発生年月日の属する月と

なります。 

③ 証明日現在の年

金額（年額） 

※付加年金を除

いた額 

年金支給額情報 

※年金支給額情報（付

加年金）を除く 

年金の基本額に加給金や振替加算等の加算を加

え、支給停止額を差し引いた金額を表示します。 

データ項目に年金支給額情報（国民年金）及び年

金支給額情報（厚生年金）等、複数表示されてい

る場合は合算した金額となります。 

④ ③の対象期間 年金支給開始年月日 対象期間は、年金額の決定・改定事由の発生した

日の属する月の翌月からの期間であり、決定・改

定後の年金額で支払が開始される期間を表示しま

す。対象期間の開始月は、データ項目の年金支給

開始年月日の属する月となります。 

⑤ 付加年金（加入の

有無及び額） 

年金支給額情報（付加

年金） 

付加年金の加入の有無と受給がある場合は、その

金額を表示します。 

年金支給額情報（付加年金）では、付加年金額に

支給停止額を差し引いた金額を表示します。付加

年金の加入の有無は、照会結果に年金支給額情報

（付加年金）が表示されるかどうかで判断するこ

ととなります。 

⑥ 厚生年金基金の

加入記録 

※平成 31 年６月

より提供可能。 

厚生年金基金加入月数

情報 

厚生年金基金の加入記録の有無を表示します。照

会結果に厚生年金基金の期間がある場合は、厚生

年金基金加入月数情報に加入月数を内数として表

示します。そのため、加入月数が計上されている

かどうかにより、厚生年金基金の加入の有無を判

断します。 

⑦ 支給停止の状況 

（有無及びその

内容） 

※停止理由コー

ドは平成 31 年６

月より提供可能。 

年金支給停止開始年月 

年金支給停止終了年月 

年金支給停止理由コー

ド 

年金が支給停止の有無とその事由を表示します。

データ項目からは年金が支給停止されている期間

及び事由コードを確認することができます。 

※コード値の詳細については、停止理由コード一

覧表（別添２）を参照してください。 

⑧ 子加算の有無 

証明日現在の子

加算額（年額） 

子の加給年金情報（国

民年金） 

障害基礎年金受給者に、子の加給金の支払がある

場合に加算額を表示します。そのため、表示の有

無により子加算の有無を判断します。 
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 回答書の項目 データ項目 説明 

⑨ 子加算の対象と

なった月 

年金支給開始年月日 子の加算が行われるようになった年月を表示しま

す。 

データ項目の年金支給開始年月日は、年金額の決

定・改定事由の発生した日の属する月の翌月※の

１日を表示します。そのため、子加算の対象とな

った月は、子の加給金年金額情報に加給金が表示

され始めた年金支給開始年月日を探す必要があ

り、その年金支給開始年月日の属する月からとな

ります。 

⑩ 子の加算情報の

対象期間 

年金支給開始年月日 子の加算情報の対象期間は、子の加算を受給する

事由が発生した日の属する月の翌月からの期間を

表示します。子の加算情報の対象期間の開始月は、

年金支給開始年月日の属する月となります。 
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第４ 労災保険法及び健康保険法関係の場合 

  

労働者災害補償保険法及び健康保険法に基づく給付の決定に当たり、関係機関からの年金受給状況の

照会に対し、回答を行っているものです。 

 

 
 

 

 回答書の項目 データ項目 説明 

① 年金種別 年金の種類（年金コー

ド） 

年金コードから年金の種類を判定します。 

※年金コードの詳細は、年金コード一覧表（別添

１）を参照してください。 

② 裁定年月日 年金決定年月日 機構において年金の決定（裁定）を行った年月日

を表示します。 

平成○年○月○日
日本年金機構　御中

○○健康保険組合
（公印省略）

　傷病手当金との併給調整のため、健康保険法第108条に基づき、下記の者にかかる給付状況に

ついて照会いたします。

被保険者の基本情報

― ―

※ 基礎年金番号・年金コードはわかる場合のみ記載しています。

平成○年○月○日
○○健康保険組合　殿

日本年金機構
中央年金センター長

下記のとおり回答いたします。 （公印省略）

年金受給額改定記録（支給事由発生年月日以降の改定記録）

傷病手当金請求期間 年　　　　月　　　　日から　　　　　年　　　　月　　　　日まで

（明治・大正・昭和・平成）　　　　　　年　　　　月　　　　日

　　　　　　　　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　男　　・　女　　）

年　　　月

年　　　月
年　　　月

年　　　月
年　　　月

年　　　月
年　　　月

年　　　月
年　　　月

年　　　月
年　　　月

改定年月 支給額（年額） 停止額（年額） 改定・停止事由
年　　　月
年　　　月
年　　　月

基礎年金番号・年金コード

住所

フリガナ

氏名

生年月日

障害年金受給の場合初診日及
び傷病コード・診断書コード

初診日（昭和・平成）　  　年　　　月　　　日／傷病　　　／診断

支給開始年月 （昭和・平成）　　　　　　　年　　　　月

年金種別

裁定年月日

老齢　　・　　障害厚生年金　　・　　障害手当金

（昭和・平成）　　　　　　　年　　　　月　　　　　日

受給権発生年月日 （昭和・平成）　　　　　　　年　　　　月　　　　　日

30    3   15 

30    1   1 

30   2 

28   1   1     12    1 

30   4      2,198,425          0 H30.4 年額改定 

1   2   3   4      5   6   7   8   9   0     1   3   5   0 

ﾈﾝｷﾝ ﾀﾛｳ 

年金 太郎 

45    4   1 

平成 29   5   5   平成 30   5   5 

① 

② 

③ 

④ 

⑤ ⑥ ⑦ 

⑧ ⑨ ⑩ ⑪ 
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 回答書の項目 データ項目 説明 

③ 受給権発生年月

日 

受給権発生年月日 年金の受給権が発生した年月日を表示します。 

④ 支給開始年月 － 年金の支給が開始された年月は、受給権発生年月

日の翌月となります。 

⑤ 障害年金受給の

場合、初診日 

障害初診年月日 障害の原因となった傷病について、初めて医師又

は歯科医師の診察を受けた日を表示します。 

⑥ 障害年金受給の

場合、傷病コード 

障害傷病名コード 当該障害年金を、どのような傷病で認定が行われ

たかについてコード値で表示します。 

※コード値の詳細については、障害傷病名コード

一覧表（別添６）を参照してください。 

⑦ 障害年金受給の

場合、診断書コー

ド 

障害診断書コード 障害の現状に関する届出等をする場合の診断書の

提出の要否及びその種類を数字で表示します。 

※コード値の詳細については、障害診断書コード

一覧表（別添７）を参照してください。 

⑧ 改定年月 年金支給開始年月日 改定年月は、年金額の決定・改定事由の発生した

日の属する月の翌月※であり、決定・改定後の年金

額で支払が開始される年月を表示します。改定年

月は、データ項目の年金支給開始年月日の属する

月となります。 

※毎年度のマクロ経済スライド等による年金額の

改定ルールに基づく年金額改定の場合（年金支

給額決定変更理由コードＡ：F2、年金支給額決

定変更理由コードＢ：00の場合）は、改定年月

は原則４月となります。 

⑨ 支給額（年額） 年金支給額情報 年金の基本額に加給金や振替加算等の加算を加

え、支給停止額を差し引いた金額を表示します。 

データ項目に年金支給額情報（国民年金）、年金支

給額情報（付加年金）及び年金支給額情報（厚生

年金）等、複数表示されている場合は合算した金

額となります。 

⑩ 停止額（年額） 年金支給停止額情報 支給停止される金額を表示します。 

データ項目に年金支給停止額情報（国民年金）、年

金支給停止額情報（付加年金）及び年金支給停止

額情報（厚生年金）等、複数表示されている場合

は合算した金額となります。 

⑪ 改定・停止事由 年金支給額決定変更理

由コードＡ 

年金支給額決定変更理

決定・変更理由は、年金支給額決定変更理由コー

ドＡと年金支給額決定変更理由コードＢを組み合

わせて判定します。 
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 回答書の項目 データ項目 説明 

由コードＢ ※年金支給額決定変更理由コードの読み方は、変

更理由コード一覧表（別添５）を参照してくださ

い。 
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参考 共済組合等が情報提供者となる年金関係情報のデータ 

第１節 共済組合等が情報提供者となる場合 

 

平成 27年 10月 1日に被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法

律（平成 24年法律第 63号、以下「被用者年金一元化法」という。）が施行され、これまで厚生年金と

共済年金に分かれていた被用者の年金制度が厚生年金に統一されました。ただし、平成 27年 10 月以降

の統一後の厚生年金の記録管理、決定・支払等は、これまでどおり、日本年金機構または各共済組合等

が「実施機関」としてそれぞれ行っており、それぞれの実施機関において情報を保有しています。 

また、各共済組合等からは、統一前の共済年金制度による各種共済年金を引き続き支給しており、こ

れらの共済年金に係る年金関係情報も、それぞれの共済組合等において情報を保有しています。 

 

参考：被用者年金一元化と実施機関の関係 

一元化法施行前の期間 
一元化法施行後の 

厚生年金被保険者の種別 
実 施 機 関 

厚生年金保険の被保険者 第１号厚生年金被保険者 厚生労働大臣（日本年金機構） 

国家公務員共済組合の組合員 第２号厚生年金被保険者 
国家公務員共済組合及び国家公務

員共済組合連合会 

地方公務員等共済組合の組合員 第３号厚生年金被保険者 

地方公務員共済組合、全国市町村

職員共済組合連合会及び地方公務

員共済組合連合会 

私立学校教職員共済制度の加入者 第４号厚生年金被保険者 日本私立学校振興・共済事業団 

 

制度的な説明は第２節で行いますが、以下、年金関係情報を照会する際の留意点等について説明しま

す。 

 

第１ 年金関係情報の情報提供者に係る留意点 

 

年金関係情報については、機構以外に、共済組合等が情報提供者となる年金関係情報があり、これら

の年金関係情報についての取扱い方法等については、 

・ 「国家公務員共済組合連合会が情報提供を行う年金関係情報の取扱いについての留意事項」（以下

「国共済留意事項」という。） 

・ 「地方公務員共済組合が情報提供を行う年金関係情報の取扱いについての留意事項」（以下「地共済

留意事項」という。） 

・ 「日本私立学校振興・共済事業団が情報提供を行う年金関係情報の取扱いについての留意事項」（以

下「私学共済留意事項」という。） 

により示されています。 
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情報照会を行う事務手続の中には、同一内容の事務について、機構のみではなく、共済組合等に対し

ても情報照会を行う事務手続があります。例えば、収入要件を確認する事務手続では、複数の公的年金

の受給額情報についてそれぞれの機関に情報照会を行い、実際に支給されている年金支給額の総額を把

握する必要があり、そのような事務手続が代表例です。 

このような事務手続において、網羅的に情報を確認しようとする場合（機構や共済組合等の何処かの

実施機関から年金を受給しているか又は受給していないか、網羅的に照会する場合）には、機構を含め、

以下の９つの実施機関の全てに対して情報照会を行うことが必要になります。特に、地方公務員共済組

合については、６つの実施機関が各々データ管理を行っていることに留意が必要です。 

 

機関コード 年金実施機関名称 

0710470000001700 日本年金機構 

0510180000001700 国家公務員共済組合連合会 

0210480000001700 地方職員共済組合 

0210480000101700 地方職員共済組合団体共済部 

0210480000201700 公立学校共済組合 

0210480000301700 警察共済組合 

0210480000401700 東京都職員共済組合 

0210480000501700 全国市町村職員共済組合連合会 

0610070000001700 日本私立学校振興・共済事業団 

※ 地方公務員共済組合連合会は地方公務員共済組合の集約機関として位置づけられています。 

 

第２ 複数の実施機関から年金関係情報を提供する場合 

 

・ 国民年金（基礎年金）に係る情報については、機構で資格記録情報・給付情報が管理されており、

共済組合等では管理していません。したがって、共済組合等が支給している厚生年金や共済年金（２

階部分）と合わせて支給されている国民年金（基礎年金）（１階部分）の支給を確認する必要がある場

合は、必ず機構と共済組合等の両方に情報照会を行う必要があります。 

 

・ 被保険者や年金受給権者について、過去に転職等により、民間企業において厚生年金に加入した期

間と公務員等として共済組合等に加入した期間の複数がある場合、資格記録情報も年金給付情報も機

構と共済組合等のそれぞれの実施機関で管理しています。 

 

・ 厚生年金について、機構及び共済組合等との間で、同一の時期に重ねて厚生年金に加入することは

できないこととなっています。複数の機関で厚生年金に加入していた場合、それぞれの機関からそれ

ぞれの期間に係る厚生年金が支給されます。例えば、民間企業に勤務後に私立大学の職員となり、そ

の後国家公務員となった者については、機構、日本私立学校振興・共済事業団及び国家公務員共済組

合連合会からそれぞれ老齢厚生年金が支給されるため、３つの実施機関に対して情報照会を行う必要

があります。 
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・ 国家公務員共済組合と地方公務員共済組合の期間については通算関係があり、期間を通算するため

の原票移管制度が存在します。（私学共済の期間とは通算関係は存在しません。） 

例えば、地方公務員である者が国家公務員となった場合、地方公務員の期間が国家公務員の期間と

通算され、両方の期間の年金の支払いを国家公務員共済組合連合会が行うこととなります。そのため、

原則として、年金情報の情報照会先は国家公務員共済組合連合会のみとなります。ただし、過去に地

方公務員共済組合で年金を決定し、年金の支払を受けていた受給権者が国家公務員となった場合は、

地方公務員共済組合と国家公務員共済組合連合会それぞれが支払った記録を管理しているため、年金

支払情報の情報照会先は地方公務員共済組合及び国家公務員共済組合連合会となります。 

反対に、国家公務員が退職後に地方公務員となった場合、年金の支払いは地方公務員共済組合から

行われることとなり、原則として、年金情報の情報照会先は地方公務員共済組合のみとなります。（過

去に国家公務員共済組合連合会で年金を決定し、支払を受けていた受給権者が地方公務員となった場

合は、国家公務員共済組合連合会と地方公務員共済組合それぞれが支払った記録を管理しているため、

年金支払情報の情報照会先は地方公務員共済組合及び国家公務員共済組合連合会となります。） 

 

・ 地方公務員共済組合には６つの共済組合がありますが、転職等により複数の共済組合の加入履歴が

ある場合には、原則として、最後に所属した共済組合から年金が支給されることになります。（地共済

留意事項Ｐ1～2参照） 


